
(そ の1)

(ふ り が な)

1政 治 団 体 の 名 称

余

収 支 報 告

へ

1

圭
日 ※該当箇所に[ヱ コすること

2主 たる事務所の所在地

3代 表 者 の 氏 名

4会 計 責 任 者 の 氏 名

事務担当者の氏名

事務担当者の氏名 (電話)

6

'

資 金 管 理 団 体 の 指 定 め 有 無(12月31日 又は解散時点)

圏蕪犠 糠簸
受 付

審 査

一

入 力 2//8

修 正

1



(その2)

1収 支の総括表

つ':

収 支 の 状 況
(単位:円)

収 入 総 額
一1億

i白 万 1io16 614i5一一

(前 年 か ら の 繰 越 額) 1 目 1ioi6 61415
1 日 日 同o

I
I(本 年 の 収 入 額) 一
支 出 総 額 1 別 u 一 〇
翌 年 へ の 繰 越 額 1 Il 11016 16}4i5

2収 入項 目別金額の内訳 (単位:円)

(1)個 人の負担する党費又は会費

一 一

金 額 ■ 略 嘲 ● ■ ● ● ● ● ■ 騨 ● ●,,■ 聰 ● ■ ■ ● 槍 ■ ■ ■ 闇 層

1偲1 1仙1 ド 1
I

Ill一
人 員 ● ■"●1■ ■ 噸 重 ● ●,● ■ ■,● ■ ■ ● ■ ■ ■ ● ● ■ 也

一

人

一

(2)寄 附
一

① 寄 附(② を 除 く 。)の 区 分 金 額(円) 備 考

(ア)個 人 か ら'の 寄 附 [聴 t
白刀'

ド
1「

(う ち 特 定 寄 附) 1 目 Il
(イ)法 人 その他 の団体か らの寄附 1 1

一

1 [
(ウ)政 治 団 体 か ら の 寄 附 ll 1 1 一 1
小 計(ア)+(イ)十(ウ) 1 ll 一 1
(寄附の うち寄附 のあ っせ んに よる もの) 1 口 目 1

6政 党 匿 名 寄 附 1 一 11 u
合 計(①+②) 一一 目 口 目 11

ユ



(その17)

1資 産 等の総括表

,A
〆

資 産 等 の 状 況

資 産 等 の 有 無

資 産 等 の 項 目 別 区 分 有 無 備 考
一

ア 土 地 口 ゴ

イ 建 物 口 直

ウ 建物の所有を目的とする地上権又は土地の賃借権 口 ゴ

工 取 得 の 価 額 が100万 円 を 超 え る 動 産 口 ゴ
一

オ 魏(纏 預(㌔響 為暫 縮 隆く3; 口 直

力 金 銭 信 託 口 薩

キ 有 価 証 券 口 ゴ

ク 出 資 に よ る 権 利 口 ゴ

ケ 貸付先 ご との残高が100万 円を超 え る貸付金 口 ゴ

コ 支 払 わ れ た 金 額 が100万 円 を超 え る敷 金 口 ゴ
ノ

サ 取得の価額が100万 円を超える施設の利用に関する権利 口 ゴ
一 一

シ 借入先 ごとの残高が100万 円を超 え る借入金

一

口 7 1

※有無 につ いて団 して下 さい。 (注)□ が有 の揚 合は 「項 目別 区分」 ごとに(そ の18)が 必要です。
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ぐ

(そ の20)
白
日 麺

昌
圭
日

添付書類(別 添のとお り)

1領 収書等の写し

2監 査意見書(政 党本部及び政治資金団体に限る。)

◎ 政治資金監査報告書(国 会議員関係政治団体に限る。)

この報告書は、政治資金規正法 に従 って作成 したものであって、真実に相違あ りませ ん。

平成 ♪7年 Ψ/月/7日

政治団体の名称 税理士による船 田元後援会

会計責儲 の氏名 大塚 哲男 強

代 表 者 の 氏 名(代 表者については解散時のみ記入すること)

㊥

(注)政 治団体の解散に伴 う収支報告書には、会計責任者の記名 ・押印(又 は署名)の 他、代表者の記名 ・押印(又 は署名)が 必要です。
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政治資金監査報告書

平成27年5月24日

税理士による船田 元後援会

代表 森 田 浩 敏 殿

登録政治資金監査人

登 録 番 号

研修修了年月 日

囎雛
平成21年4.月21日

(

(

1監 査 の概要

(1)私 は、政治資金規正法(以 下 「法」 とい う。)第19条 の13第1項 の規定に基

づき、税理士による船 田 元後援会の平成26年 に係 る法第12条 第1項 に規定

する収支報告書のすべ ての期 間を対象 を対象 として、当該 収支報告書並び に当該

収支報告書に係 る会計帳簿、明細書、領収書等 、領収書等を徴 し難かった支出の

明細書、振込明細書及 び振込明細書に係 る支出 目的書(支 出の目的が記載 され た

振込明細書の写 しを含む。以下同 じ。)に ついて、支出に関す る政治資金監査 を

行 った。

(2)こ の政治資金監査 は、法第19条 の13第2項 に定める ところによ り政治資金適

正化委員会が定める 「政治資金監査 に関す る具体的 な指針」(以 下 「政治資金監

査マニュアル」 とい う。)に 基づき行った。'

(3)私 の責任 は、外部性 を有す る第三者 として、国会議員 関係政治団体の会計責任者

の作成又は徴取 した収支報告書並びに当該収支報告書に係 る会計帳簿 、明細書、

領収書等、領収書等を徴 し難かった支 出の明細書、振込明細書及 び振込明細書 に

係 る支出 目的書について、政治資金監査マニュアルに基づき政治資金監査 を行 っ

た結果 を報告す るこ とにある。

(4)こ の政治資金監査は、税理士による船 田 元後援会の主た る事務所において行 っ

た。

2監 査の結果

私が実施 した政治資金監査の結果 は、以下の とお りである。

(1)法 第19条 の13第2項 第1号 に規定する事項について、会計帳簿が保存 され て

いた。

(2)法 第19条 の13第2項 第2号 に規定する事項について、会計帳簿には、当該国

会議員関係政治団体に係 るその年 における支出の状況が記載 され、かっ、当該国

会議員関係政治団体の会計責任者が当該会計帳簿 を備 えていた。

(3)法 第19条 の13第2項 第3号 に規定す る事項について、法第12条 第1項 に規

定す る収支報告書 は、会計帳簿に基づいて支出の状況が表示 されていた。



(4)法 第19条 の13第2項 第4号 に規定す る事項 について、領収書等を徴 し難かっ

た支出の明細書及び振込明細書に係る支出 目的書は、存在 しなかった。

3業 務制限

税理士に よる船 田 元後援会 と私 との間には、法第19条 の13第5項 の規定 に違反

す る事実はない。

また、税理士による船田 元後援会と政治資金監査の業務を補助した使用人その他

の従業者との間においても、同様である。

以 上

穐


